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は じめに
　超高齢社会に突入した我が国は、10年後に人口の概ね3人にひとりが65歳以上になることが予測されています。現在、建築物の避難

に関する基準は健常者を標準として計画されていますが、超高齢社会では、身体能力が健常者よりも低下した要配慮者（自力で避難す

ることが困難で避難に支援を要する人）が大半を占めることが予想されます。このため、今後要配慮者の増加が見込まれる中でも、将

来にわたって現行の防火規定で要求される水準と同等な避難安全性を確保するためには、より高度な避難安全性を確保することが必要

になります。

　また、超高層建築物群や駅・地下街等の大規模施設に見られる機能の重層・複合化、建築ストックの長寿命化、バリアフリー化への

社会的要請に対して、様々な用途や多様な在館者特性に柔軟に対応できる避難誘導技術が必要不可欠と考えられます。

　火災時の避難安全に関する技術的背景として、従来、火災の発生は火災報知器で在館者に知らされますが、建築物のどこでどのくら

いの範囲で火災が発生しているかは、防災センター等で受信される煙感知器や熱感知器の作動状況以外では即座に把握することは困難

です。このため特にショッピングモールや地下街などの大規模な施設では在館者の火災覚知や避難開始の遅れ、避難経路の誤認、不特

定多数の在館者の避難行動の混乱につながる可能性があります。

　一方、近年のセンサ技術や情報通信技術の飛躍的進歩によって、高性能の感知・制御技術が普及するとともに、自動運転や装着型な

どの介護ロボット技術も実用化されています（図1）。そこで建築研究所では、メーカーとの共同研究等によって、すでに実用化されて

いるセンサやロボット技術を活用して、今後の超高齢社会を見据えた高度な避難安全性を確保する技術の開発を促進する研究開発を

行っています1)。具体的には、要配慮者を含むすべての在館者が火災等の災害時に避難を迅速かつ円滑にできるように、既存の実用化

技術の機能を拡張したプロトタイプの避難誘導技術を検討し、それを建築物に実装した実証実験を進めていますので、その概要をご紹

介します。

建築生産研究グループの研究紹介

「調達情報メールサービス」をご利用下さい！！

　建築研究所では、調査・研究、工事、
試験体製作、物品の調達等の一般競争
入札や企画競争の応募等、調達に関す
る情報のメール配信サービスを提供し
ています。ご登録いただきますと、新た
な調達案件の公告（公示）開始と同時
に右のようなメールが配信されますの
で、弊所のホームページを見ることなく
タイムリーに情報を入手することがで
きます。
　調達に応札、応募を考えている方は
是非ご利用下さい。
　詳しくは、建築研究所ホームページをご覧下さい。（URL　https://www.kenken.go.jp/cyoutatsu-ml/)

　今回のえぴすとらでは、防火研究グループの活動から、センサやロボット技術を活用した高
度な避難安全性の確保に向けた技術開発を紹介しました。特に、超高齢社会に突入している我
が国においては、より高度な避難安全性を確保するための技術を導入することが喫緊の課題で
あり、極めて重要な研究であります。
　また、最近の建築物には延焼の危険性が高い合成樹脂系の断熱材等様々な部材が使われてお
り、建物火災が延焼拡大すると、大規模火災に発展する危険性もあります。更に、火災による
死者が大半を占めると想定される首都直下地震等で懸念される巨大地震に伴う大規模市街地火
災などの発生を防止する必要もあります。
　そのためには、実大規模で様々な部材の燃焼実験を実施することにより、燃え拡がり性状・
発熱量等をより精確に把握することで防火対策を促進する必要があります。こうした背景から
現在、建築研究所における実大火災実験棟の改造作業を実施しており、上記に示した様々な実
験を今後実施して、火災に強い建築、街づくりに貢献し続ける所存です。

　近年、毎年のように各地で大規模な洪水被害が発生しており、住宅分野における水害対策に関
心が集まっています。当グループでは、水害で被災した住宅の復旧事例を調査し、建築年代・構
法と被害程度、その後に実施された復旧方法が、どのような関係にあるかを明らかにし、効果的
な水害対策を検討する上での知見を示すことを目指しています。これまでの調査研究1)で、以下
の特徴が明らかとなりました。
①　復旧工事の内容は、浸水深によって一定の共通性を持つ。
②　大規模半壊以上の被災住宅でも、躯体に損傷がない限り、復旧されやすい。
③　浸水被害を受けた住宅の2階で居住を継続しながら、復旧工事を進めることが多い。　
　復旧方法の選択は、当然ながら被災世帯の予算事情にも影響されますが、通常、浸水深が同じ
であれば工事内容は共通する傾向にあります。この性質から、復旧費用は浸水した床面積や浸水
容積との間に定量的な関係が認められました（図）。浸水深に応じた復旧の「標準像」が示され、
工事費用の的確な把握手法が浸透すれば、被災者が適切な復旧方法を選択しやすくなると考えて
います。
　他方、国の建築基準整備促進事業の一環として、住宅の洪水時の耐浸水性能に関する検討を他
研究グループと連携して行っています。ここでは、「耐浸水性能」を新たに定義し、住宅性能表
示制度等への実装を目指しています。氾濫の種
類や浸水深によって、講ずるべき対策は決して
一様ではありませんが、基本的には「流されな
い」、「水を入れさせない」、「水を入れても
被害を抑える」の3つの性能を、客観的に記
述・評価できるよう検討を進めています。
1)　渡邊史郎, 今井信博, 井上拓哉: 戸建住宅の浸水被
害と補修方法の関係についての考察　-平成30年7
月豪雨で被災した広島県三原市の復旧事例を対象
として-, 日本建築学会計画系論文集, Vol.86, 
No.788, pp.2431-2440, 2021.10
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図　標準的なモデル住宅を用いた浸水深別の想定工事
費用と回帰モデルを用いた予測費用の比較1)　

特別講演
名古屋大学教授

福和　伸夫　氏

「温故知新と転禍為福で
大震災を乗り越え未来の
夢を描く」

センサやロボット技術を活用した高度な避難
安全性の確保に向けた技術開発

○建築研究所講演会のご案内
　研究成果や調査活動の発表を通じて、住宅、
建築及び都市の各分野における最新の技術情
報を広く一般の方々に提供することを目的とし
て、毎年３月に「建築研究所講演会」を開催して
おります。
　今年度は、新耐震基準40周年に合わせ、特
別講演として、名古屋大学教授の福和 伸夫氏
をお招きし、ご講演をいただきます。
　また、建築研究所が取り組んでいる研究活動
を中心に、各分野における研究開発の最新情
報をいち早くご紹介します。また、会場のホー
ルロビーでは、研究成果等をポスターにして展
示いたします。
　最新情報は、建築研究所ホームページ
（https://www.kenken.go.jp）をご覧ください。
　
※新型コロナウイルス感染拡大の状況を踏ま
　え、参加人数を会場定員の3分の1程度に限
　定した上で会場開催し、併せてライブ配信を
　実施する予定です。
　

■ 開催概要（会場）
日　  時：令和4年3月4日（金）

13：00～17：40（開場12:00予定）
会　  場：有楽町朝日ホール

（東京有楽町マリオン11階）
※要事前登録・指定席・無料
　(建築研究所ホームページからお申し込み
　ください。定員になり次第申込みを締め切ら
　せていただきます。）

■ 開催概要（ライブ配信）
配信日時：令和4年3月4日（金）

13：00～17：40（予定）
U R L：https://www.kenken.go.jp/

japanese/research/lecture/r03/
index.html

※要事前登録・無料
　（建築研究所ホームページからお申し込み
　ください。定員になり次第申込みを締め切ら
　せていただきます。）

■図1　実用化されている介護ロボットの例
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一般競争入札に関する入札公告等をお知らせします。【参加表明書の提出期限】

○工事

○役務
１　令和２年度国立研究開発法人建築研究所講演会運営等業務　【10月26日】
２　２０２１年電子ジャーナル提供業務　【11月2日】
３（新規）マスティンバー工法による復興住宅の構造設計例の作成業務　【11月5日】

○物品
１（新規）２０２１年外国雑誌購入　【11月2日】

詳細は、建築研究所ＨＰの「発注情報」ページからご確認ください。
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セ ンサやロボット技術を活用した避難誘導方法
　この研究開発1)では、次のふたつの避難誘導技術のプロトタイプを試作して実証実験を行
い、これらの技術に必要とされる機能・性能等の技術基準についての枠組み構築を目指し
ています。

（１）避難ナビゲーションシステム
　超高層建築物群や都心の駅、地下街等の大規模施設において、火災感知器と空調セン
サ・防犯カメラ等を連携させて、火災時に火災による熱や煙の影響を受けている範囲など
を即座にかつきめ細かく把握し、在館者のスマートフォン（スマホ）やデジタルサイネー
ジ（電子看板）等を通じてリアルタイムで有効な避難経路等の情報を提供する方法につい
て検討しています（図2）。

（２）介護ロボットを活用した避難技術
　超高齢社会では、自力避難が困難な要介助者が火災等の災害時に避難しやすくするための技術開発がなお一層求められます。そこで、す
でに高齢者施設などで普及が進みつつある介護ロボット（図1）に着目して、避難支援用に追加すべき機能を検討しています。これに合わ
せ、ロボットが稼働する高齢者福祉施設や病院などの設計指針について検討しています。

セ ンサやロボット技術を避難誘導に活用するための課題の整理

多様な建物利用者の避難安全性の確保のために のと考えています。例えば、地下街やショッピングモールなどには
避難階段などの非常口に至る避難経路を示す誘導灯の設置が義務付
けられていますが、経路上の店舗の照明（図5）や非常口に至る通
路の幅などの空間的な条件によっては、利用者が非常口を見落とし
てしまう可能性があります。そこで、実際に地下街において避難ナ
ビゲーションによる避難誘導実験を行うなど、引き続き具体的な誘
導方法などについて研究を行っています。

（１）実用化されているセンサやロボット技術の機能拡張の考え方
　避難ナビゲーションシステムや介護ロボットを活用した避難誘導技術のプロトタイプの
構築にあたって、それらに要求される機能を明確にする必要があります。例えば避難に要
する時間に応じてシステムを機能維持するための電源の確保や、システムの省電力化が必
須となります。また、建物間や敷地間を越える避難にあたっては、避難誘導する範囲に応
じて避難経路に関する情報をシステムや機器間で共有する方法も必要と考えられます。そ
こで、介護ロボットを活用した避難誘導について、施設内でロボットが自動運転すること
を想定して、開発が急速に進んでいる自動車の自動運転技術のレベルを参考に、避難方法
を整理しました（表1）。

（２）メーカーの開発担当者へのヒアリング
　実用化されているセンサ技術や介護ロボッ
トの避難誘導への機能拡張上の技術的課題や
市場性について、それぞれのメーカーの開発
担当者にヒアリングを行いました。その結
果、いずれも避難への活用は想定されていま
せんでしたが、避難に活用できるように機能
拡張することには興味を持っており、その市
場性とともに、それぞれの技術の課題も明ら
かになりました（表2，3）。

　スマホの普及や通信環境の発達によって、動画など膨大な情報がどこでも即座にやり
取りできるようになってきています。そこで、地下街などの複雑な大規模施設で火災な
どの災害が発生したときに、リアルタイムでスマホの画面に、カメラを通して見える風
景に非常口までの有効な避難経路を重ねて、わかりやすく示して誘導する方法（図3）
を研究しています注）。
　まず、その可能性を検討するために、実験上の安全確保を前提に、スマホの使い方が
歩行速度に及ぼす影響を建築研究所の廊下や階段を使って実験しました（図4）。実験に
参加した成人男女12名が、通常の歩行のほかに、前方の視野を表示させたスマホの画面
を見ながら歩く場合（「視野付きながら」）と、スマホの画面で文字を打ちながら歩く場
合（「文字打ちながら」）について、それぞれ廊下や階段を歩く速度を測定しました。
　その結果、例えば「文字打ちながら」の場合の歩行速度は、通常の歩行速度より約15
～30％低下しましたが、「視野付きながら」の場合、廊下を歩く速度については7%の低下であり、通常の歩行に対して速度低下の幅が最も
小さいことがわかりました2)。
　これは大規模施設内の廊下などの水平方向の避難誘導に、前方の視野をスマホの画面に表示させて避難誘導する技術の見通しをつけるも

　高齢者福祉施設や病院において、自力避難が困難な要介助者が、火
災などの災害時に避難しやすくするための研究を行っています。従
来、避難方法はベッド上の要介助者を複数の介助者が車いすやスト
レッチャー等に移乗させたり、ベッドごと搬送したりする方法が取ら
れており、介助者の身体的負担や人員確保が日常業務を含めて課題に
なっています。そこで普及が進みつつある介護ロボットに着目して、
日常的な介護での使用のほかに、災害時には避難にも活用するために追加すべき
機能や、ロボットが稼働するこれらの施設の設計上の要件を明らかにするため
に、介護ロボットを使って避難を模擬した実験を行いました。自力で歩行するこ
とが困難な要介助者について、介護ロボットを避難に活用する実験は世界的にも
前例がありません。建築研究所で行われた避難実験を以下に紹介します。

（１）自動運転車いすを使った実験
　令和3年（2021年）7月に建築研究所の講堂に高齢者施設の居室と廊下のセッ
トを作って実験しました（図6）。行先ボタンを押すとセンサとモーターで目的
地まで自動走行する自動運転車いす（図7）を使って、高齢者2名に見立てた介護
練習用人形2体を、介助者1名が居室から廊下の先の所定の場所まで搬送する時間
を計測しました（図8）。
　従来の避難の方法は、介助者が車いすを押して、搬送する人数分、居室と避難
先まで往復する必要がありました。一方、自動運転車いすを使った実験では、居
室や避難先まで自動運転で走行するので、介助者が車いすを搬送する負担が軽減
されるとともに、状況確認などの時間を確保できることがわかりました。

（２）離床支援ロボットを使った実験
　令和2年（2020年）9月に建築研究所の実験施設で、人が横に
なったままの状態でベッドの一部が電動で分離して車いすに変形
する離床支援ロボット（図9）を使って実験しました。実験は、
介護居室を模擬した部屋で、高齢者に見立てた介護練習用人形を、
介助者1名がベッドから車いすに変形させて、様々なベッド数の
居室から、廊下に搬送するまでに要する時間を計測しました（図
10、図11）。
　その結果、従来の介助者2名
でベッドごと搬送する方法
（図12）と比較すると、介助
者1名であっても、同程度の時
間で搬送できる可能性がある
ことがわかりました3)。

注記　スマホによる大規模施設の避難誘導に関する研究は、ＪＲ大阪駅や大阪メトロなどで施設案内のナビを実用化しているパナソニックシステムソリューションズジャパン株式会社との
共同研究により実施しています。また、介護ロボットの避難への活用方法については、紹介した実験のほか、CYBERDYNE株式会社と共同研究を行っています。
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セ ンサやロボット技術を活用した避難誘導方法
　この研究開発1)では、次のふたつの避難誘導技術のプロトタイプを試作して実証実験を行
い、これらの技術に必要とされる機能・性能等の技術基準についての枠組み構築を目指し
ています。

（１）避難ナビゲーションシステム
　超高層建築物群や都心の駅、地下街等の大規模施設において、火災感知器と空調セン
サ・防犯カメラ等を連携させて、火災時に火災による熱や煙の影響を受けている範囲など
を即座にかつきめ細かく把握し、在館者のスマートフォン（スマホ）やデジタルサイネー
ジ（電子看板）等を通じてリアルタイムで有効な避難経路等の情報を提供する方法につい
て検討しています（図2）。

（２）介護ロボットを活用した避難技術
　超高齢社会では、自力避難が困難な要介助者が火災等の災害時に避難しやすくするための技術開発がなお一層求められます。そこで、す
でに高齢者施設などで普及が進みつつある介護ロボット（図1）に着目して、避難支援用に追加すべき機能を検討しています。これに合わ
せ、ロボットが稼働する高齢者福祉施設や病院などの設計指針について検討しています。

セ ンサやロボット技術を避難誘導に活用するための課題の整理

多様な建物利用者の避難安全性の確保のために のと考えています。例えば、地下街やショッピングモールなどには
避難階段などの非常口に至る避難経路を示す誘導灯の設置が義務付
けられていますが、経路上の店舗の照明（図5）や非常口に至る通
路の幅などの空間的な条件によっては、利用者が非常口を見落とし
てしまう可能性があります。そこで、実際に地下街において避難ナ
ビゲーションによる避難誘導実験を行うなど、引き続き具体的な誘
導方法などについて研究を行っています。

（１）実用化されているセンサやロボット技術の機能拡張の考え方
　避難ナビゲーションシステムや介護ロボットを活用した避難誘導技術のプロトタイプの
構築にあたって、それらに要求される機能を明確にする必要があります。例えば避難に要
する時間に応じてシステムを機能維持するための電源の確保や、システムの省電力化が必
須となります。また、建物間や敷地間を越える避難にあたっては、避難誘導する範囲に応
じて避難経路に関する情報をシステムや機器間で共有する方法も必要と考えられます。そ
こで、介護ロボットを活用した避難誘導について、施設内でロボットが自動運転すること
を想定して、開発が急速に進んでいる自動車の自動運転技術のレベルを参考に、避難方法
を整理しました（表1）。

（２）メーカーの開発担当者へのヒアリング
　実用化されているセンサ技術や介護ロボッ
トの避難誘導への機能拡張上の技術的課題や
市場性について、それぞれのメーカーの開発
担当者にヒアリングを行いました。その結
果、いずれも避難への活用は想定されていま
せんでしたが、避難に活用できるように機能
拡張することには興味を持っており、その市
場性とともに、それぞれの技術の課題も明ら
かになりました（表2，3）。

　スマホの普及や通信環境の発達によって、動画など膨大な情報がどこでも即座にやり
取りできるようになってきています。そこで、地下街などの複雑な大規模施設で火災な
どの災害が発生したときに、リアルタイムでスマホの画面に、カメラを通して見える風
景に非常口までの有効な避難経路を重ねて、わかりやすく示して誘導する方法（図3）
を研究しています注）。
　まず、その可能性を検討するために、実験上の安全確保を前提に、スマホの使い方が
歩行速度に及ぼす影響を建築研究所の廊下や階段を使って実験しました（図4）。実験に
参加した成人男女12名が、通常の歩行のほかに、前方の視野を表示させたスマホの画面
を見ながら歩く場合（「視野付きながら」）と、スマホの画面で文字を打ちながら歩く場
合（「文字打ちながら」）について、それぞれ廊下や階段を歩く速度を測定しました。
　その結果、例えば「文字打ちながら」の場合の歩行速度は、通常の歩行速度より約15
～30％低下しましたが、「視野付きながら」の場合、廊下を歩く速度については7%の低下であり、通常の歩行に対して速度低下の幅が最も
小さいことがわかりました2)。
　これは大規模施設内の廊下などの水平方向の避難誘導に、前方の視野をスマホの画面に表示させて避難誘導する技術の見通しをつけるも

　高齢者福祉施設や病院において、自力避難が困難な要介助者が、火
災などの災害時に避難しやすくするための研究を行っています。従
来、避難方法はベッド上の要介助者を複数の介助者が車いすやスト
レッチャー等に移乗させたり、ベッドごと搬送したりする方法が取ら
れており、介助者の身体的負担や人員確保が日常業務を含めて課題に
なっています。そこで普及が進みつつある介護ロボットに着目して、
日常的な介護での使用のほかに、災害時には避難にも活用するために追加すべき
機能や、ロボットが稼働するこれらの施設の設計上の要件を明らかにするため
に、介護ロボットを使って避難を模擬した実験を行いました。自力で歩行するこ
とが困難な要介助者について、介護ロボットを避難に活用する実験は世界的にも
前例がありません。建築研究所で行われた避難実験を以下に紹介します。

（１）自動運転車いすを使った実験
　令和3年（2021年）7月に建築研究所の講堂に高齢者施設の居室と廊下のセッ
トを作って実験しました（図6）。行先ボタンを押すとセンサとモーターで目的
地まで自動走行する自動運転車いす（図7）を使って、高齢者2名に見立てた介護
練習用人形2体を、介助者1名が居室から廊下の先の所定の場所まで搬送する時間
を計測しました（図8）。
　従来の避難の方法は、介助者が車いすを押して、搬送する人数分、居室と避難
先まで往復する必要がありました。一方、自動運転車いすを使った実験では、居
室や避難先まで自動運転で走行するので、介助者が車いすを搬送する負担が軽減
されるとともに、状況確認などの時間を確保できることがわかりました。

（２）離床支援ロボットを使った実験
　令和2年（2020年）9月に建築研究所の実験施設で、人が横に
なったままの状態でベッドの一部が電動で分離して車いすに変形
する離床支援ロボット（図9）を使って実験しました。実験は、
介護居室を模擬した部屋で、高齢者に見立てた介護練習用人形を、
介助者1名がベッドから車いすに変形させて、様々なベッド数の
居室から、廊下に搬送するまでに要する時間を計測しました（図
10、図11）。
　その結果、従来の介助者2名
でベッドごと搬送する方法
（図12）と比較すると、介助
者1名であっても、同程度の時
間で搬送できる可能性がある
ことがわかりました3)。

注記　スマホによる大規模施設の避難誘導に関する研究は、ＪＲ大阪駅や大阪メトロなどで施設案内のナビを実用化しているパナソニックシステムソリューションズジャパン株式会社との
共同研究により実施しています。また、介護ロボットの避難への活用方法については、紹介した実験のほか、CYBERDYNE株式会社と共同研究を行っています。
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特集

は じめに
　超高齢社会に突入した我が国は、10年後に人口の概ね3人にひとりが65歳以上になることが予測されています。現在、建築物の避難

に関する基準は健常者を標準として計画されていますが、超高齢社会では、身体能力が健常者よりも低下した要配慮者（自力で避難す

ることが困難で避難に支援を要する人）が大半を占めることが予想されます。このため、今後要配慮者の増加が見込まれる中でも、将

来にわたって現行の防火規定で要求される水準と同等な避難安全性を確保するためには、より高度な避難安全性を確保することが必要

になります。

　また、超高層建築物群や駅・地下街等の大規模施設に見られる機能の重層・複合化、建築ストックの長寿命化、バリアフリー化への

社会的要請に対して、様々な用途や多様な在館者特性に柔軟に対応できる避難誘導技術が必要不可欠と考えられます。

　火災時の避難安全に関する技術的背景として、従来、火災の発生は火災報知器で在館者に知らされますが、建築物のどこでどのくら

いの範囲で火災が発生しているかは、防災センター等で受信される煙感知器や熱感知器の作動状況以外では即座に把握することは困難

です。このため特にショッピングモールや地下街などの大規模な施設では在館者の火災覚知や避難開始の遅れ、避難経路の誤認、不特

定多数の在館者の避難行動の混乱につながる可能性があります。

　一方、近年のセンサ技術や情報通信技術の飛躍的進歩によって、高性能の感知・制御技術が普及するとともに、自動運転や装着型な

どの介護ロボット技術も実用化されています（図1）。そこで建築研究所では、メーカーとの共同研究等によって、すでに実用化されて

いるセンサやロボット技術を活用して、今後の超高齢社会を見据えた高度な避難安全性を確保する技術の開発を促進する研究開発を

行っています1)。具体的には、要配慮者を含むすべての在館者が火災等の災害時に避難を迅速かつ円滑にできるように、既存の実用化

技術の機能を拡張したプロトタイプの避難誘導技術を検討し、それを建築物に実装した実証実験を進めていますので、その概要をご紹

介します。

建築生産研究グループの研究紹介

「調達情報メールサービス」をご利用下さい！！

　建築研究所では、調査・研究、工事、
試験体製作、物品の調達等の一般競争
入札や企画競争の応募等、調達に関す
る情報のメール配信サービスを提供し
ています。ご登録いただきますと、新た
な調達案件の公告（公示）開始と同時
に右のようなメールが配信されますの
で、弊所のホームページを見ることなく
タイムリーに情報を入手することがで
きます。
　調達に応札、応募を考えている方は
是非ご利用下さい。
　詳しくは、建築研究所ホームページをご覧下さい。（URL　https://www.kenken.go.jp/cyoutatsu-ml/)

　今回のえぴすとらでは、防火研究グループの活動から、センサやロボット技術を活用した高
度な避難安全性の確保に向けた技術開発を紹介しました。特に、超高齢社会に突入している我
が国においては、より高度な避難安全性を確保するための技術を導入することが喫緊の課題で
あり、極めて重要な研究であります。
　また、最近の建築物には延焼の危険性が高い合成樹脂系の断熱材等様々な部材が使われてお
り、建物火災が延焼拡大すると、大規模火災に発展する危険性もあります。更に、火災による
死者が大半を占めると想定される首都直下地震等で懸念される巨大地震に伴う大規模市街地火
災などの発生を防止する必要もあります。
　そのためには、実大規模で様々な部材の燃焼実験を実施することにより、燃え拡がり性状・
発熱量等をより精確に把握することで防火対策を促進する必要があります。こうした背景から
現在、建築研究所における実大火災実験棟の改造作業を実施しており、上記に示した様々な実
験を今後実施して、火災に強い建築、街づくりに貢献し続ける所存です。

　近年、毎年のように各地で大規模な洪水被害が発生しており、住宅分野における水害対策に関
心が集まっています。当グループでは、水害で被災した住宅の復旧事例を調査し、建築年代・構
法と被害程度、その後に実施された復旧方法が、どのような関係にあるかを明らかにし、効果的
な水害対策を検討する上での知見を示すことを目指しています。これまでの調査研究1)で、以下
の特徴が明らかとなりました。
①　復旧工事の内容は、浸水深によって一定の共通性を持つ。
②　大規模半壊以上の被災住宅でも、躯体に損傷がない限り、復旧されやすい。
③　浸水被害を受けた住宅の2階で居住を継続しながら、復旧工事を進めることが多い。　
　復旧方法の選択は、当然ながら被災世帯の予算事情にも影響されますが、通常、浸水深が同じ
であれば工事内容は共通する傾向にあります。この性質から、復旧費用は浸水した床面積や浸水
容積との間に定量的な関係が認められました（図）。浸水深に応じた復旧の「標準像」が示され、
工事費用の的確な把握手法が浸透すれば、被災者が適切な復旧方法を選択しやすくなると考えて
います。
　他方、国の建築基準整備促進事業の一環として、住宅の洪水時の耐浸水性能に関する検討を他
研究グループと連携して行っています。ここでは、「耐浸水性能」を新たに定義し、住宅性能表
示制度等への実装を目指しています。氾濫の種
類や浸水深によって、講ずるべき対策は決して
一様ではありませんが、基本的には「流されな
い」、「水を入れさせない」、「水を入れても
被害を抑える」の3つの性能を、客観的に記
述・評価できるよう検討を進めています。
1)　渡邊史郎, 今井信博, 井上拓哉: 戸建住宅の浸水被
害と補修方法の関係についての考察　-平成30年7
月豪雨で被災した広島県三原市の復旧事例を対象
として-, 日本建築学会計画系論文集, Vol.86, 
No.788, pp.2431-2440, 2021.10
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図　標準的なモデル住宅を用いた浸水深別の想定工事
費用と回帰モデルを用いた予測費用の比較1)　

特別講演
名古屋大学教授

福和　伸夫　氏

「温故知新と転禍為福で
大震災を乗り越え未来の
夢を描く」

センサやロボット技術を活用した高度な避難
安全性の確保に向けた技術開発

○建築研究所講演会のご案内
　研究成果や調査活動の発表を通じて、住宅、
建築及び都市の各分野における最新の技術情
報を広く一般の方々に提供することを目的とし
て、毎年３月に「建築研究所講演会」を開催して
おります。
　今年度は、新耐震基準40周年に合わせ、特
別講演として、名古屋大学教授の福和 伸夫氏
をお招きし、ご講演をいただきます。
　また、建築研究所が取り組んでいる研究活動
を中心に、各分野における研究開発の最新情
報をいち早くご紹介します。また、会場のホー
ルロビーでは、研究成果等をポスターにして展
示いたします。
　最新情報は、建築研究所ホームページ
（https://www.kenken.go.jp）をご覧ください。
　
※新型コロナウイルス感染拡大の状況を踏ま
　え、参加人数を会場定員の3分の1程度に限
　定した上で会場開催し、併せてライブ配信を
　実施する予定です。
　

■ 開催概要（会場）
日　  時：令和4年3月4日（金）

13：00～17：40（開場12:00予定）
会　  場：有楽町朝日ホール

（東京有楽町マリオン11階）
※要事前登録・指定席・無料
　(建築研究所ホームページからお申し込み
　ください。定員になり次第申込みを締め切ら
　せていただきます。）

■ 開催概要（ライブ配信）
配信日時：令和4年3月4日（金）

13：00～17：40（予定）
U R L：https://www.kenken.go.jp/

japanese/research/lecture/r03/
index.html

※要事前登録・無料
　（建築研究所ホームページからお申し込み
　ください。定員になり次第申込みを締め切ら
　せていただきます。）

■図1　実用化されている介護ロボットの例

[chotatsu:0474] 【建研】調達情報メルマガ　令和２年10月21日更新

本文：
建築研究所　調達情報メールマガジンをご利用いただきありがとうございます。

一般競争入札に関する入札公告等をお知らせします。【参加表明書の提出期限】

○工事

○役務
１　令和２年度国立研究開発法人建築研究所講演会運営等業務　【10月26日】
２　２０２１年電子ジャーナル提供業務　【11月2日】
３（新規）マスティンバー工法による復興住宅の構造設計例の作成業務　【11月5日】

○物品
１（新規）２０２１年外国雑誌購入　【11月2日】

詳細は、建築研究所ＨＰの「発注情報」ページからご確認ください。

「発注情報」ページのＵＲＬ

https://www.kenken.go.jp./japanese/information/information/bidding/hachuu/jyouhou.htm

●バックナンバーは、
　ホームページでご覧になれます。
　https://www.kenken.go.jp/
　japanese/contents/
　publications/epistula.html

●えぴすとらに関する
　ご意見、ご感想はこちらまで。
　epistula@kenken.go.jp
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